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はじめに
統合報告のディスカッション・ペーパー（IIRC, 2011）が発表されたことで，統合報告
に関わる論文や特集が相次いで出されている。これらの論文で検討された議論の焦点は，
企業価値の概念，報告体系，財務情報と非財務情報の統合という 3つに大別できる。
第 1の企業価値とは，誰のためのどのような企業価値の創造なのかという課題である。
かつての報告書は投資家に限定して経済価値のみに焦点を当てて情報提供してきた。ス
テークホルダー志向に移行してきているが，投資家に限定しても経済価値のみの追求だけ
では許されなくなってきた。いま企業は競争優位の追求として社会問題や環境問題への対
応を迫られている。つまり経済価値と社会価値を統合する必要がある（Porter & Kramer,
2011；小西, 2012b；向山, 2012；三代, 2012）。ところで，経済価値と社会価値だけが企業
価値を構成するのか，顧客価値や組織価値は企業価値を構成しないのかという議論であ
る。
第 2の統合報告体系とは，統合報告書作成の基本原則と内容項目についての課題である
（上妻, 2012a, b；小西, 2012a；三代, 2012）。何を開示すべきかがいまだ確定していないの
で，基本原則と内容項目についてその紹介をする論文が多い。基本原則と内容項目に問題
はないのかという突っ込んだ検討が必要である。
第 3の財務情報と非財務情報の統合とは，企業はすでに多様な報告書によって情報開示
を行ってきている。非財務情報の開示すべき指標は何か（小西, 2012a；倍, 2012）という
課題がある。他方，多様な報告書があるのに統合報告書を開示するのはなぜかという課題
もある。すなわち，統合報告はこれらの報告書に代わるものなのか，それとも追加して報
告されるべきものかといった統合報告書の位置づけに対しての議論である（上妻, 2012a,
b；安井・久禮, 2012）。
本稿では，これまで行われてきた論点を再検討するだけでなく，新たに 2つの論点を検
討する。第 1は，統合報告が投資家やその他のステークホルダーだけでなく，経営管理者
にとっても大きな意義があるという点である。第 2は，価値創造プロセスを可視化すべき
であるとしているが，いかに可視化すべきかについての議論を探すことができない。本稿
は，このような管理会計領域に関わる論点について統合報告を検討する。
本稿は，統合報告という課題に対して，管理会計上の意義と価値創造プロセスについて
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検討する。併せて，これまで議論されてきた課題についても検討する。第 1節では，外部
報告である統合報告を管理会計領域で検討する意義について明らかにする。第 2節では，
統合報告が求められる原因としてのインタンジブルズの重要性について検討する。第 3節
では，統合報告の 3つの論点である，企業価値の概念，統合報告体系，財務情報と非財務
情報の統合について検討する。第 4節は，統合報告の目的である価値創造プロセスについ
て提案する。最後に本稿をまとめる。
１ 統合報告の管理会計上の意義
統合報告とは，「事業活動の経済，社会，環境といった背景を反映させて企業の戦略，
ガバナンス，業績，将来見通しにかかわる重要な情報を取りまとめることである。統合報
告は，企業がいかに受託責任を果たし，また企業価値を創造し維持するかについて明瞭か
つ簡潔に提示されるものである。」（IIRC, 2011, p. 6）と定義している。
これまで財務報告，マネジメント・コンメンタリー，ガバナンスと役員報酬，サステナ
ビリティ・レポートといったように別々報告されてきた。これらの伝統的な報告書は独立
しており，一貫性を欠く重要な開示ギャップがあった。また，企業の戦略，ガバナンス，
財務と非財務の業績，将来見通しといった相互関係が明らかにされていなかった。そこで
これらを相互に結合させて，短期，中期，長期の企業価値を創造し維持する企業の能力に
どのように影響を及ぼすのかを説明する必要がある。
このような統合報告の主要な報告対象は投資家であるが，報告しようとする企業，投資
家，政府の政策立案者や規制当局および基準設定機関，その他のステークホルダーにとっ
ても価値がある（IIRC, 2011, p. 20）。投資家にとって統合報告する意味は，財務報告とそ
の他の報告で情報ギャップがあったために，正しい意思決定の妨げとなっていたからであ
る。
サプライヤーとしては，ユーザー・カンパニーの価値創造プロセスを理解することによ
って，自社の戦略策定にその情報を取り入れることができる。ユーザー・カンパニーにと
っては，製品メーカーの価値創造プロセスは，製品メーカーと自社との関係性を構築する
ために必要な情報である。また従業員にとっては，自社の価値創造プロセスの情報は，自
らの仕事や関係者の仕事の重要性を理解したり，将来の方向を知ることで自らの立ち位置
を決めることができる。
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他方，政策立案者や規制当局，基準設定機関にとって統合報告する意味は，経済全体の
効果的な資源配分と環境課題に対処した投資を奨励するためである。その他のステークホ
ルダーである地域住民，独立監査人などの保証人にとってもそれぞれの関心事項が盛り込
まれるという点で統合報告は意義がある。これらの情報は財務情報だけでは限界があり，
非財務情報が求められるゆえんである。
ところで，以上のステークホルダーだけでなく，報告主体である企業にとっても統合報
告は重要な意味がある。内部経営管理者における統合報告の意味を検討することは，内部
経営管理者への情報提供である管理会計の意義でもある。
第 1に，投資家や調査機関などのニーズに適合した情報提供することで，ステークホル
ダーとの信頼関係の樹立というメリットがある。第 2に，外部報告するという心理的圧力
を伴うことによって，従業員に対してコスト削減や収益増大の意識を高めたり，そのため
ための資源配分を行うことができる。このことは，社内の組織階層というコマンド・アン
ドコントロールの論理だけでなく，透明性という市場論理の導入を行うことができる。第
3に，トップレベルでしか知りえなかった価値創造プロセスを開示することは，すべての
従業員にも戦略情報の共有が図れるだけでなく，戦略を理解した従業員は部門間での協力
体制の強化に向かうようになる。第 4に，将来の価値創造に向けた事業活動を下支えでき
るように従業員のスキルアップにも寄与できる。第 5は，新たな将来の価値創造である事
業機会を探索したり，あるいはリスクマネジメントを適切に行えるような組織文化の形成
が促されるようになる。これらの結果として，第 6に，レピュテーション・リスクの低減
と，戦略・実行のマネジメントが強化され，企業価値の創造が行われる。このような統合
報告の経営管理上の意義を図示すると図表 1となる。
内部経営管理としてこれまで行ってきたことに外圧が加わることで，透明性を増したよ
り適正な内部管理へと向かうことができるといえよう。この点に関連して，Eccles &
Krzus（2010, p. 151）も，「情報が外部に報告されるとき，信頼性の基準はとりわけ高く
なる。外部報告に求められる質が高ければそれだけ内部情報の質も高くなり，その結果意
思決定の質も高まる」と指摘している。統合報告はこのように経営管理にとってもメリッ
トがあるために，統合報告を管理会計として研究する意義がある。また，Tilley（2011）
も「効果的にまとめ上げた報告書を作成するには，事業が行われているビジネスと市場に
対する徹底した理解が必要である。それはまた，ソース・データと定性的内容を提供する
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ために効率的な管理会計情報システムも必要である」と指摘して統合報告における管理会
計の意義を明らかにしている。
２ インタンジブルズ重視の社会と統合報告
統合報告が求められるようになったが，その原因は今日の経済基盤の変化にある。つま
り，20世紀が工業を重視する社会であったのに対して，21世紀は知識を重視する社会へ
と大きく変化を遂げている。この変化は利益の源泉が変化していることを表している。工
業化社会では，利益の源泉は物的な有形の資産であった。他方，知識社会では，利益の源
泉がオンバランスできないインタンジブルズにある。ブランドやレピュテーション，人的
資産・情報資産・組織資産などが将来の利益に大きく影響を及ぼす。言い換えれば，企業
価値の創造に強力に影響を及ぼすインタンジブルズを重視しなければならない時代になっ
たといえよう。
既述したように，伝統的な報告書には開示情報に重要なギャップがある。ここに企業価
値を創造・維持する事業活動を財務情報だけでなく，非財務情報と統合して示す必要があ
るという。ここでの課題は，過去の実績を示す財務報告にはオンバランスできない要素，
図表１ 統合報告の経営管理上の意義
出典：筆者作成
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すなわちインタンジブルズが増えていることである。また，将来見通しとしての財務報告
とその根拠となる非財務情報の結合は一層困難である。
このように今日の企業にとって大きな関心事の 1つはインタンジブルズである（Lev,
2001；Ulrich & Smallwood, 2003；櫻井, 2008, p. 63；古賀, 2012, p. 27）。なぜインタンジ
ブルズが重要視されているのかについて，外部利害関係者の利害調整と投資意思決定に役
立つ会計情報を主に扱う財務会計と，内部経営管理者の効率と効果性に役立つ経済情報を
扱う管理会計という両側面からその理由を考えることができる。
財務会計としてインタンジブルズを重要視する理由は，オンバランスされないインタン
ジブルズが企業価値のかなりの部分を占めているというものである。オンバランスされな
いインタンジブルズとは何か。Lev（2001, p. 13）は 1977年から 2001年までのスタン
ダード・アンド・プアーズ（S&P）500（アメリカの大企業上位 500社）の株価純資産倍
率（price book-value ratio；PBR）の推移を明らかにしている。このデータから，1980年
ごろは PBRが 1倍であったが，2000年には 7倍を超えたこともあり，2001年現在は 6倍
であると指摘した。PBRは，株価時価総額としての企業価値が純資産の何倍あるかを示
す値である。これが 6倍とか 7倍ということは，オンバランスできない部分がそれだけあ
ることが理解できる。
日本の PBRの状況はどうなっているのだろうか。東証 1部の PBR1を図示すると図表 2
となる。図表 2より，リーマンショックの 2008年は 1倍を切っており，また 2011年現在
回復したとはいえ 1倍程度でしかない。リーマンショック，ギリシャ金融危機，東日本大
震災などが原因となって株式時価が下落しているため PBRの数値が引き下げられている
ことがわかる。この図表 2のデータを見る限り，日本ではインタンジブルズの存在である
オンバランスされていない部分を重視すべきであるという説明はできない。PBR以外の
指標でインタンジブルズの存在を説明できるのだろうか。
IIRCでは，S&P 500社の市場価値に占める総資産の割合を示している。株式時価総額
に占める総資産の割合（総資産株価総額）である。この市場価値に占める総資産の割合
は，図表 3に示すように 1975年に 83％であったものが，2009年には 19％でしかなくな
っている（IIRC, 2011, p. 4）という。要するに，2009年現在，オンバランスできないイ
ンタンジブルズが企業価値の 8割を占めていることを明らかにしている。
また，有価証券報告書のようなオンバランスされているものだけでは投資家に企業を正
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しく報告できないとして，環境報告書やサステナビリティ・レポートが提出されてきた。
しかしこれらの報告書が必ずしも一貫性がないとして，いま統合報告が求められている。
これは財務情報だけでなく非財務情報とも統合する報告書の提案である。
次に，管理会計としてインタンジブルズを重視する理由を検討する。管理会計として非
図表２ 東証 1部の PBRの推移
出典：日本経済新聞社，ホームページ。
図表３ S&P 500 社の株式時価総額に占める総資産の割合
出典：IIRC（2011, p. 4）
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財務情報というよりもなぜインタンジブルズを重要視する必要があるのかである。財務業
績は過去の実績を示すものであり，将来の財務業績に影響を及ぼす非財務情報はパフォー
マンス・ドライバーと呼ばれ，これを測定し管理する必要がある（Kaplan & Norton,
2001）。このパフォーマンス・ドライバーこそがインタンジブルズと考えることができ
る。このようなインタンジブルズはそれだけでは企業価値の創造には寄与できず，戦略的
に財務業績と結びつけてはじめて効果が期待できるからである（櫻井，2011, p.25）。
企業価値創造のためには，戦略的にインタンジブルズをマネジメントする必要がある。
インタンジブルズを戦略的に構築するリーダーシップをマネジメントすることも重要であ
る（Ulrich & Smallwood, 2003）。要するに，組織に卓越した研究開発の能力やそれをリー
ドする経営者がいたとしても，それらを活用して将来の利益に結実させなければ，せっか
くの研究開発能力やリーダーシップは宝の持ち腐れとなってしまう。
以上，企業にとってインタンジブルズがなぜ重要かを明らかにした。次に，インタンジ
ブルズとは何か検討する。Blair & Wallman（2001, p. 3）によれば，「インタンジブルズ
とは，商品を製造したり，サービスを提供するために貢献するあるいは使用された物的で
ない要素であり，これらの要素の使用をコントロールする個人や企業にとって将来の生産
上の便益を創出すると期待されるもの」と定義している。また，Lev（2001）も同様に，
「将来便益に対する無形の請求権」と定義している。要するに，インタンジブルズとは，
将来の便益を得るための原因ないしパフォーマンス・ドライバーと言い換えることができ
る。
このようなインタンジブルズは主として新発見，組織資産，人的資産が関わって創出さ
れるという。新発見としての将来便益は，イノベーション努力によって創出されたり，一
部は研究開発支出で現れる。組織資産としての将来便益は，組織設計やビジネス・プロセ
スによって創出される。また，ブランドやレピュテーションが高いと将来便益を創出する
と考えられるため，これらもインタンジブルズといえよう。最後の人的資産については，
すぐれた人材や教育訓練への投資，報酬制度などである。
３ 統合報告の論点
統合報告は管理会計にとって，とりわけインタンジブルズのマネジメントにとって重要
な研究テーマであることが明らかとなった。次に，統合報告の重要な論点である，企業価
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値の概念，統合報告の体系，財務情報と非財務情報の統合を検討する。
３．１ 企業価値の諸概念
企業価値は，経済産業省では「本業が将来生み出すキャッシュフローを現在価値に割り
引いた総額」と定義している2。このような企業価値の定義は株主価値の最大化に立脚し
たものである。これを狭義の企業価値とすると，もっと広義の企業価値もある。櫻井
（2011, p. 70）によれば企業価値は 3つのタイプがあるという。第 1のタイプは，株主価
値（stockholder value）であり，EPS（earnings per share：1株当たり利益）や株価，将
来キャッシュフローの現在価値といった財務尺度で測定される。これらは経済価値（eco-
nomic value）とも呼ばれる。第 2のタイプは，社会価値（social value）である。社会価
値とは，公害防止あるいは CO2抑制といった環境保全のために企業活動による社会への
悪影響を抑制する部分と，寄付行為や地域貢献，コーズ・マーケティングといった社会へ
貢献を行う部分とがある。第 3のタイプは，組織価値（organizational value）である。組
織で働く従業員や経営者の満足度を向上することである。
統合報告では，経済，社会，環境に関わる事業活動から導き出される企業価値は，従業
員，パートナー，ネットワーク，仕入先，顧客などとの関係を通して共同で創造される
（IIRC, 2011, p. 10）という。言い換えれば，経済価値と社会価値を併せ持ち，経済価値だ
けでなく社会価値も戦略的に将来の経済価値を狙う必要があるという共有価値（shared
value）を志向している。
Porter & Kramer（2011）が提案した共有価値とは，社会のニーズと課題に対処するこ
とで社会価値を創造するような経済価値の創造である。言い換えれば，共有価値とは，企
業が業務を行う地域社会で経済価値と社会価値を同時に追求する企業の競争力を高める方
針と業務実践であると定義している。
共有価値を是とした場合でも，経済価値と社会価値の関係をどのように構築すべきかに
ついては問題がある（向山, 2012）。経済価値と結びつく社会価値を対象とするのか，社
会価値を中心とした経済価値の構築なのか，あるいは経済価値と社会価値の関わる全体集
合なのか部分集合なのかという点である。これは経済価値と社会価値の重点をどちらに置
くか，あるいはどの範囲の価値を取り扱うかという問題である。
他方，櫻井（2011, pp. 70−72）は組織価値の概念の重要性を指摘しており，経済価値，
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社会価値，組織価値がいずれも重要であるという。欧米では，経済価値を重視する見解が
支配的であるのに対して，我が国の経営者が考える企業価値の調査を青木他（2009）は行
った。その結果，日本の多くの経営者（89％）は企業価値を経済価値，社会価値，組織価
値と考えていると報告した。同様の趣旨で行われた伊藤他（2011）の調査によれば，経済
価値（78％）と社会価値（75％）が多く，組織価値（31％）は比較的軽視されていた。ま
た，組織価値が社会価値に影響を及ぼし，社会価値が経済価値に影響を及ぼすという因果
関係を実証している。企業価値の創造主体は従業員と経営者であり，組織価値を考慮に入
れることが企業価値創造にとって有用である。
ところで，Drucker（翻訳書, p. 48）は事業の目的を顧客の創造であると指摘してい
る。また，経済価値のような利益最大化の概念は事業の目的やマネジメントとは無関係で
あって，そのような概念は害さえ与えると指摘している。彼によれば，事業を決定するの
は顧客であり，提供される財やサービスに対して支払いを行い，経済的な資源を富に変
え，ものを商品に変えるのは顧客であるという。この考え方は，顧客の満足度を高めたり
顧客に信頼される企業を目指すという意味で，顧客価値（customer value）といえよう。
Kaplan & Norton（1992）もバランスト・スコアカード（Balanced Scorecard；BSC）
の 4つの視点のうち，顧客を満足させる視点として顧客の視点を設定すべきであるとして
いる。顧客価値がユーザー・カンパニーや最終ユーザーまでも含む広い意味での顧客満足
度の向上を志向する。また，サプライチェーンのサプライヤーなどのステークホルダーも
含む。地域市民などの満足度も含み，つまり社会価値を含む概念と考えることができる。
以上のように，企業価値という概念は，一方では，株主価値，顧客価値，社会価値，組
織価値といった個別の価値観を追求するケースがある。これに対して，いくつかの価値観
を同時に追求すべきであるという主張もある。たとえば，Porter & Kramer（2011）は経
済価値と社会価値を追求すべきであるという。ところで，投資家と地域社会のみの満足を
求めても，顧客や従業員は満足しないことがある。このように考えると，企業価値とはス
テークホルダーの満足を志向する価値観と捉えるべきであり，そのステークホルダーとし
て，株主・投資家あるいは金融機関，最終顧客まで含む顧客，地域社会，従業員や経営者
などすべてが満足する価値概念であると考えるべきである。このような企業価値を創出す
るのが企業の目的と言えよう。
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３．２ 統合報告の体系
統合報告のディスカッションペーパーでは，統合報告書を作成する要点として，5つの
基本原則と 6つの内容項目を明らかにしている。まず，5つの基本原則とは，「戦略の集
中」，「情報の統合性」，「将来志向」，「応答性とステークホルダーの包含性」，「簡潔性，信
頼性，重要性」である。これらを簡単に明らかにする。
5 つの基本原則
「戦略の集中」の原則 これは，統合報告書が企業の戦略目的と，その戦略目的が長期
にわたって企業価値を創造・維持する能力，および企業が依存する資源と関係性にどのよ
うに関わるのかに対する洞察力を提供することである。戦略目的，戦略，実施計画，ビジ
ネスモデルなどを明らかにするという原則である。
「情報の統合性」の原則 これは，統合報告書が企業のビジネスモデルの多様な構成要
素，企業に影響を及ぼす外部要因，および企業と企業の業績が依存する多様な資源と関係
性の結びつきを明らかにすることである。たとえば，環境変化が戦略にどのような影響を
及ぼすのか，市場分析による多様な要素とリスク評価や説明との関係，また戦略と KPI
（key performance indicators），KRI（key risk indicators），報酬がどのような関係にある
のかを明らかにするという原則である。
「将来志向」の原則 これは，統合報告書が将来の経営者の予想だけでなく，利用者が
企業の見通しおよび企業が直面する不確実性を理解し評価するのに役立つその他の情報も
含めることである。ビジネスモデルの持続期間，過去と将来の業績の関係，将来の業績に
影響を及ぼす要因などを明らかにするという原則である。
「応答性とステークホルダーの包含性」の原則 これは，統合報告書は企業がその主要
なステークホルダーとの関係性，および企業がどの程度彼らのニーズを理解し，考慮し，
応答するかに対する洞察力を提供するものである。顧客，仕入先，従業員あるいは地域社
会といった主要なステークホルダーと企業との関係性，およびステークホルダーの課題を
いかに理解し，考慮して応答するかを開示するという原則である。
「簡潔性，信頼性，重要性」の原則 これは，統合報告書が，短期，中期，長期に企業
価値を創造・維持する企業の能力を評価するのに重要であって，簡潔で信頼できる情報を
提供することである。信頼できる情報にするには，実行可能な範囲で情報の質を最大化
し，組織間で比較可能な情報にし，そしてまた，一貫性を確保するという原則である。
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以上，5つの基本原則を明らかにした。これらの原則は，企業の戦略を簡潔に可視化す
るためには後述の戦略マップのような記述が求められる。
ところで，財務情報と非財務情報を開示する企業は実績値に対する説明責任を持つだけ
でなく，将来の目標値を開示したときその達成責任という拘束力はどの程度厳格に扱われ
なければならないのだろうか。経営者の将来予想の開示であれば挑戦的目標値を設定でき
るが，外部報告の場合は結果責任も求められる。挑戦的目標値を設定して従業員のやる気
を醸成するが，同時に情報がステークホルダーからは必達目標値と受け止められ，トップ
の結果責任を追及されることになる。このような説明責任を果たすことも考慮に入れて目
標値を設定しなければならない。
また，戦略実行のためには，目標や目標値の設定だけでは不十分で，戦略的実施項目あ
るいはアクションプランという手段がなければ実現できない。しかし，実施項目の開示
は，競争相手にとっては機密情報である。そのような戦略的に重要な実施項目を開示する
ことは問題である。投資家の意思決定情報として開示を求めることは理解できるが，企業
の経営管理を危うくしてまで内部情報を開示すべきではない。
次に，内容の 6項目とは，「組織概要とビジネスモデル」，「リスクと機会の事業活動の
状況」，「戦略目的とこれを達成するための戦略」，「ガバナンスと役員報酬」，「業績」，「将
来見通し」である。これらの内容を簡単に明らかにする。
6 つの内容項目
「組織概要とビジネスモデル」という内容 これは，企業の価値創造プロセスを開示す
ることであり，企業が何を行い，どのように短期，中期，長期の価値創造と維持を行うか
を明らかにすることである。たとえば，ミッション，主要な活動，市場，製品とサービス
を明示することである。また，ビジネスモデル，バリュードライバーと重要なステークホ
ルダーへの依存状況，リスクへの姿勢を開示することである。
「リスクと機会の事業活動の状況」という内容 これは，企業が直面する事業環境の状
況の開示であり，企業が事業活動を行う環境を明らかにすることである。たとえば，重要
な資源や主要なステークホルダーのニーズ，関心，期待など，また企業の対外関係，企業
が直面する重要なリスクと機会を明示することである。重要な点は，これらが価値創造プ
ロセスにどのような影響を及ぼすかを明らかにすることである。
「戦略目的とこれを達成するための戦略」という内容 これは，企業の向かうべき方向
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あるいは着地点とその達成の仕方を開示することであり，企業がどこに向かい，そのため
にどのようなことを行うのかを明らかにすることである。たとえば，戦略とその他の内容
との関係，競争優位や将来の企業価値を実現できるようにさせていることを明らかにす
る。
「ガバナンスと役員報酬」という内容 これは，企業のガバナンス構造と戦略や役員報
酬との関係を開示することであり，企業のガバナンス構造，戦略目的を支援するガバナン
ス，役員報酬との関係を明らかにすることである。たとえば，リーダーシップと戦略的意
思決定システム，ガバナンス責任者が取った戦略の方向付けに影響を及ぼすアクション，
ガバナンスに責任ある経営首脳陣の報酬と短期，中期，長期の業績との結びつきを明らか
にする。
「業績」という内容 これは，戦略実行のために行った活動結果を開示することであ
り，企業が戦略目的とそれに関わる戦略としてどのような活動を行ったかを明らかにする
ことである。たとえば，戦略業績に関わる KPIと KRI，企業が依存する資源とステーク
ホルダーとの関係性に及ぼす影響，業績に影響を及ぼす重要な外的要因，企業が目標値の
達成に向けた対応を明らかにする。要するに財務業績と非財務業績の統合を示すことにな
る。
「将来見通し」という内容 これは，戦略と将来の業績結果への影響を開示することで
あり，企業が戦略目的を達成する上で，どのような機会，課題，不確実性に遭遇する可能
性，また戦略と将来業績にもたらされる影響を明らかにすることである。たとえば，将来
直面する事業の状態に対応するために現在準備していること，短期と長期の利益バラン
ス，企業が向かう方向に対しての潜在的影響，必要なアクション，関連する不確実性を明
らかにする。
統合報告の内容とは，ステークホルダーと企業との対話をするために，企業価値の創
造・維持に関わる戦略であり，事業機会とリスク，内部のガバナンスと役員報酬の関係，
過去，現在，将来の業績と見通しが開示されなければならない。この内容について上妻
（2012a）は，図表 4のような図示を明らかにしている。
図表 4より，過去業績・現在の戦略・将来の見通しという事業活動に対して，市場，環
境，社会による業績への影響要因を背景情報として開示する。これらの事業活動を行うた
めの資源として，財務的資本，実物資本，人的資本，知的資本，自然資本，社会資本を開
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統合報告
統合思考を基調とする
価値創造プロセスの長期的な俯瞰
事業活動の背景情報
市場要因 環境要因 社会要因
事業活動
過去の実績 ビジネスモデル，
戦略，ガバナンス
将来の見通し
（短期・中期・長期）
財務的資本 実物資本 人的資本 知的資本 自然資本 社会資本
示するという。これらを統合報告によって「統合思考を基調とする価値創造プロセスを読
者に長期的時間軸で俯瞰させる」ことにあるとしている。
上妻が整理したように，コンセプト，価値創造プロセスを可視化するには，過去・現
在・将来の業績，それらの業績に影響を及ぼす事業活動ないし資源の利用方法，経済的状
況や社会的課題および技術的変化といった事業活動の外部要因，従業員や顧客，サプライ
ヤーといった関係性，および事業活動を行うのに必要な資源を可視化する必要がある。
この 6つの内容についても基本原則で指摘したことと同じことが指摘できる。すなわ
ち，経営者が企業の将来見通しを開示したとき，後年になってこの結果が上回っていたと
き，下回っていればなおさら，トップは説明責任を取らなければならない。下回った原因
が明確に環境変化として説明できる場合もあるが，その他の場合は予測の失敗，努力不足
など内部的な原因が求められる。このとき経営者の将来見積りへの結果責任がどの程度拘
束力を持つのか明らかではない。また，戦略的実施項目まで開示することは競争相手に手
の内を明かすことになり危険である。戦略情報の開示を求められるとき，グループの競争
優位を壊してまで情報を開示すべきではない。
図表４ 上妻の統合報告の内容
出典：上妻（2012a）。
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３．３ 財務情報と非財務情報の統合
統合報告では，Luener（2012）が指摘するように，「企業のコミュニケーションの仕方
がどのように変化しているかを考えて，企業はアニュアルレポートの役割と体系を再検討
している」という。つまり，投資家などステークホルダーの情報ニーズが変化してきたた
めに，アニュアルレポートと非財務情報とをいかに統合すべきかという問題が生じてい
る。財務情報と非財務情報を統合する意義は，與三野（2012）によれば，「環境・社会と
相互依存関係にあることを理解して，環境と社会との共生のためにすべてのステークホル
ダーに明瞭かつ簡潔にメッセージを伝えることによって，社会からの信頼を獲得できる」
ことにある。
財務情報と非財務情報を開示する統合報告への移行アプローチとして 4つのタイプがあ
る（IIRC, 2011, p. 25）。第 1のタイプは，マネジメント・コンメンタリーまたはアニュア
ルレポートとサステナビリティ・レポートを統合するものである。第 2のタイプは，サス
テナビリティ・レポートやマネジメント・コンメンタリーをアニュアルレポートと統合す
るものである。第 3のタイプは，アニュアルレポートやサステナビリティ・レポートに追
加する形で独立して統合報告書を作成するものである。第 4のタイプは，内部的に統合報
告書を作成するものである。第 4のタイプは，外部報告を意図していないので，ここでは
その他の 3つのタイプを検討する。
第 1のタイプは，アニュアルレポートをベースにサステナビリティ・レポートを統合す
る統合報告書である。このタイプは，アニュアルレポートは問題ないが，サステナビリテ
ィ・レポートとはギャップがあるので，これを調整しようというアプローチである。しか
し，アニュアルレポートが統合報告と同じ基本原則に則っているかという課題がある。
統合報告では，戦略の集中，情報の統合性，将来志向，応答性とステークホルダーの包
含性，簡潔性・信頼性・重要性という 5つの基本原則がある。アニュアルレポートをこれ
らの原則に照らして検討する。戦略の集中については，年次報告という性格上，戦略目的
やこれを達成するための戦略，実行計画などを開示することは限定的と言えよう。情報の
統合性については，財務情報と非財務情報の統合ができていないのは当然であり，このた
めの統合報告書であるとすると，この原則は無視できる。将来志向については，中・長期
的なビジネスモデルを開示することは限定的である。応答性とステークホルダーの包含性
については，報告対象が投資家であり統合報告の想定しているステークホルダー志向では
―１６―
ない。簡潔性・信頼性・重要性については，財務情報の開示という点では問題はない。
要するに，統合報告という視点でアニュアルレポートを検討すると，戦略の集中，将来
志向，応答とステークホルダーの包含性という原則に適合せず，修正を余儀なくされよ
う。上妻（2012b）も指摘するように，「現行のアニュアルレポートは構造的に統合思考
になじまない開示媒体である」といえよう。
次に第 2のタイプを検討する。このタイプは，サステナビリティ・レポートをベースと
してアニュアルレポートを統合する統合報告書である。倍（2012）は，サステナビリテ
ィ・レポートの ESG情報3に関して，ブルームバーグ社の事例を参考とした ESGデータ
を提案している。倍によれば，ESGデータは，「銘柄比較」と「株式スクリーニング」の
ために開発されたもので，ESGという要素に財務会計情報，ESGレシオ，気候変動への
取り組み調査（carbon disclosure project；CDP）データを総合的に評価したものであ
る。その結果，「ESGデータは，ESGリスクが企業価値の及ぼす影響を，財務会計情報だ
けでなく非財務会計情報も含めた統合的な情報開示によって明らかにする点において財務
報告の方向性を明示している」と評価している。
財務情報と非財務情報の関連付けを統合して報告するのであれば，ブルームバーグ社の
事例はベンチマーキングすべき ESGデータであると言える。しかし，統合報告の基本原
則には，戦略の集中と将来志向に関わって企業価値の創造と維持を可視化しなければなら
ない。この価値創造プロセスを財務情報と非財務情報を統合して可視化する必要がある。
つまり，ESGデータのベストプラクティスに基づいて統合報告としてどの企業もこれら
を開示するものではない。そうではなく，企業の戦略やビジネスモデルを反映したものと
しての ESGデータを含む価値創造プロセスを可視化しなければならない。
最後に第 3のタイプを検討する。このタイプは，価値創造プロセスの開示という内容を
重視した新たな報告書を作成するものである。これまでも多様な外部報告をしてきた企業
が，さらに追加して新たに報告書を強いるのは現実的ではないとする見解がある（上妻,
2012a, b）。追加コストがかかるからである。確かに新たな報告書を作成する時間とコス
トは企業にとって大きな負担である。現行の報告書を中止して，その代替として統合報告
書を作成できるわけではない。これまでのアニュアルレポートやサステナビリティ・レ
ポートをステークホルダーが期待しているからである。であるとすると，統合報告はこれ
らの要約版として作成していくことになろう。しかしその統合報告書を作成することで，
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外部のステークホルダーだけでなく，内部経営管理者の情報共有としても役立つ。移行時
にはコストがかかっても，結果としては企業価値の創出に貢献すると考えられる。
すでに指摘したように，アニュアルレポートをベースにしたり，あるいはサステナビリ
ティ・レポートをベースにして統合報告書を作成すると，統合報告の基本原則が崩れてし
まう可能性がある。倍によれば，日本の統合報告書を開示している 28社はいずれも財務
情報と非財務情報を単純に結合しただけであり，統合報告ではないと指摘している。これ
までの報告書に基づかない統合報告書を検討する方が時間的にもコスト的にも早道と言え
るのではないだろうか。
また，価値創造プロセスを可視化する場合の統合報告書は，単にコンプライアンスを保
証する手段として開示するだけでなく，ステークホルダーとの対話によって価値創造の好
循環を構築する必要がある（経済産業省, 2012）。そのような価値創造プロセスの可視化
は管理会計の研究に依存する必要がある。次節では，管理会計の成果に基づく価値創造プ
ロセスの可視化について検討する。
４ 価値創造プロセスの可視化
価値創造プロセスの情報は，企業の長期的な復元力と成功可能性を予測する上で意味の
ある情報提供となり，ステークホルダーからの評価を行いやすくする（IIRC, 2011, p.10）
という。統合報告のディスカッションペーパーでは具体的な説明はない。そこで，企業戦
略，事業戦略，内部統制などリスクマネジメントに関する戦略の可視化と捉えて，以下で
順に検討する。
４．１ 企業戦略の可視化
統合報告で開示すべき組織概要とビジネスモデルとしては，第 1に，ミッション，主た
る事業活動，市場，製品とサービスである。第 2に，ビジネスモデル，バリュードライ
バー，重要なステークホルダーの依存状況である。第 3に，リスクに対する姿勢である。
要するに企業価値創造プロセスであり，企業戦略と事業戦略を可視化したものといえよ
う。
企業価値創造のためには，持ち株会社や本社の企業戦略と事業会社や事業部の事業戦略
が寄与する。企業戦略とは，事業会社間や事業部間で顧客価値創造を協力させてシナジー
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財務の視点
顧客の視点
内部プロセ
スの視点
学習と成長
の視点
業務費用の最小化
品質と一貫性を持って
仕様に一致させること
私のニーズを最低
価格で提供すること
最適資産利用
ポリマ ・ープロセス
の力を利用する
コストをかけてベスト・
イン・クラスを達成する
コア（低コスト）と特殊性（柔軟性と
即時性）の両者の提供に関わる適
切な販売モデルと専用資産の開発
インフラを増加する
ことなく事業拡大す
るITプラットフォー ム
株主価値の最大化
取引コストの改善
アプリケーション管理
プロセスを通じて売上
と粗利を改善する
顧客区分ごとの
収益性の最適化
提供した価値
とサ ビースコス
トの一致 DBM区分ごとの収
益成長の最大化
異常なほどの成果
の達成
約束の遵守
低コストかつ高信頼
性の取引を実行する
いまの価値連鎖で生産
性と成長を改善すること 正当な価格かつ妥当な
時間での正しい提供
ブレ クースルー価値に
よる価値連鎖の提供
顧客ニーズと提
携能力の理解
SAP/R3支援の
TE実施
アプリケーション管理
1．アイディア管理
2．アプリケーション開発
3．ライフサイクル管理
RACIなどアプリケー
ション管理プロセスを
明示し実施する
商品販売
と
会計管理
コンサル
と
プログラム
管理
特殊な機
会の選択
ポ トーフォリオを拡大
するためにM&Aを
費用化し，実施する
EP内でNBD概念
を選択し，商業化へ
と管理すること
事業成長する資
源利用の増加
商慣習を起こすビ
ジネス・プロセス
組織技能の開発
スキルの販売
・商品　・ソリューション
・関係　・チャネル 組織技能の開発
を創出したり，逆に環境汚染や情報漏洩，内部統制といった企業価値を毀損するようなア
ネルギー要因の抑制プロセスをグループ全体で可視化し管理することである。
企業戦略という価値創造プロセスの可視化をするには，戦略テーマ別にビジネスユニッ
トのシナジーを創出することを明らかにするとよい。そのためには，企業戦略の可視化と
その戦略に関わる組織の明示が必要である。
まず，企業戦略の可視化とは，企業全体の戦略テーマを特定することである。戦略テー
マは，しばしば顧客への価値提案として構築することができる。比較的短期に成果が出や
すい卓越した業務，中期的に成果が出ると期待される顧客関係性重視，比較的長期になら
ないとなかなか成果が出ない製品リーダーシップである。このような戦略テーマに基づい
て，デュポン・エンジニアリング・ポリマーでは，図表 5のような企業全体の戦略マップ
を描くことで，企業戦略の可視化を行なっている。
図表 5には，業務プロセスと供給システムという業務の卓越性に関わる戦略テーマが 2
つある。また，アプリケーションと顧客別収益管理という顧客関係重視に関わる戦略テー
図表５ シナジー創出のための企業戦略の可視化
出典：Kaplan（2001）
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グローバルトップ５
サービスNo.1・信頼度No.1・国際性No.1
価値創造プロセス 価値毀損回避プロセス
人材・組織文化 経営インフラ・IT
・トップラインの成長
・経費効率の改善
・B/S構造の高度化
・資本効率の改善
【お客さま】
・顧客満足度
（リテール・法人・海外）
内部顧客満足度
（経営・部門・関係会社）
【社会・環境】
地域社会
地球環境
・ガバナンス
・コンプライアンス
・内部統制
・情報セキュリティ
・信用・市場・オペ
・危機管理
オペレーション
・事務業務品質
・生産性・効率性 
PO
・投資銀行商品
・市場関連商品
・決済性商品
・IT商品 等 
RM
・対顧提案力
・チャネル
・内外連携
・ビジネスモデル 等
・従業員満足度
・スキル・人間力
・職場環境
・コミュニケーション
・評価・処遇
・キャリア形成 等
・新BIS対応
・戦略的ALM
・人事システム
・割当資本制度
・ITガバナンス
・CRMシステム 等
マが 2つある。さらに，ブレークスルーするような製品リーダーシップに関わる戦略テー
マが 1つある。合計 5つの戦略テーマによって企業戦略の可視化が行われている。戦略
テーマ別には，戦略目標の因果関係が描かれている。
ところで図表 5は，シナジーの創出という企業戦略を示してはいるが，アネルギーの抑
制については可視化していない。シナジーの創出とアネルギーの抑制を同時に可視化した
ものとして，図表 6に示した三菱東京 UFJの戦略マップは興味深い。
図表 6は，顧客の視点をお客様の戦略テーマと社会・環境の戦略テーマに区分してい
る。つまり，顧客価値を創造する戦略テーマと，社会貢献と環境保全というアネルギーの
抑制に役立つ戦略テーマを持っている。
次に，企業戦略に対して複数の組織単位がどのように関わっているかを特定することも
重要である。図表 7は，図表 5のデュポン・エンジニアリング・ポリマーの企業戦略と組
織単位の関係を示したものである。戦略テーマをデュポンではパスウェイと呼んでいる。
黒丸がついているところが，戦略テーマごとに複数のビジネスユニットとサポートユニッ
トが協力し合って戦略を実行しているところである。このように，戦略テーマと組織のマ
図表６ 三菱東京UFJ の戦略マップとアネルギーの抑制
出典：三菱東京 UFJの提供資料（伊藤, 2011）。
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デュポン・エンジニアリング・ポリマー
EPスコアカード
（シェアード戦略計画） ビジネスユニット サポートユニット
パスウェイ
1.業務の卓越性
2.供給サービス/
　オーダーキャッシュ
3.製品とアプリケーションの
　ポートフォリオ管理
4.顧客管理
5.システム・ソリューション/
　新規事業設計
EPスコアカードは全般の
戦略的優先順位
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Z F D H C R Ze IT FIN HR MKG R&DV/T OPS
各ビジネスユニットはEP
アジェンダと一貫性を持
って長期計画とBSCを作
成する
機能，チーム，イニシア
ティブは BU/SU戦略と一
貫性を持つスコアカード
を作成する
トリックスを描くと，どの組織単位間でシナジーを創造するかがわかる。
４．２ 事業戦略の可視化
バランスト・スコアカードでは戦略マップによって戦略を可視化している。Kaplan &
Norton（2004, p. 12）のバランスト・スコアカードの 5つの原則の 1つに，「企業価値は
内部ビジネス・プロセスを通して創造される」というものがある。この原則は戦略マップ
の内部プロセスの視点こそが，企業価値創造プロセスを構築すると指摘している。この価
値創造プロセスがパフォーマンス・ドライバーとなって顧客満足や財務成果が期待でき
る。また，価値創造プロセスが機能できるようにするためには，人的資産，情報資産，組
織資産を準備しておかなければならない。
要するに，戦略を実行するためには，戦略マップで戦略を記述し，スコアカードで戦略
の進を測定し管理することになる。この戦略の進を測定するには，現状の実績値と将
来の目標値を開示することが求められよう。このような価値創造プロセスを中心とした戦
略目標の因果関係として戦略マップとそれを測定し管理するスコアカードを図示すると図
図表７ 企業戦略と組織の関係
出典：Kaplan（2001）
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株 主 価 値 の 向 上
収益増大戦略 生産性戦略
新製品・新サービ
スで革新を起こす
顧客価値の
向上
原価構造の
改善
資産の
有効利用
株主価値使用資
本利益率ROCE
新しい収益源泉 顧客の収益性 製品単位当たり原価 資産効率
顧 客 価 値 の 提 案 卓越した業務
価格 品質 時間 機能
製品/サービスの属性
サービス 関係 ブランド
顧客関係 イメージ
顧客関係重視
製品リーダーシップ
動機づけられ準備された従業員
戦略的コンピタンス 戦略的情報技術 組織風土
財務の視点
顧客の視点
内部の視点
学習と成長
の視点
「新サービス・新製
品で革新を起こす」
（イノベーション・
プロセス）
「顧客価値の向
上」（顧客管理プ
ロセス）
「卓越した業務を
達成する」（業務
プロセス）
「良き企業市民に
なる」（規制と社会
プロセス）
顧客維持
顧客満足
顧客獲得
表 8となる。
この戦略マップの中の戦略目標を実現するには，指標設定し，実績値と目標値を設定す
るスコアカードを作成する必要がある。このような戦略マップとスコアカードを開示して
情報共有することが重要である。ただし，既述したように，戦略的実施項目の開示まで行
うことは，競争会社に手の内を開示することであり，競争相手から先手を越される危険も
ある。
競争会社に戦略の先を越されないようにしながらも，投資家に戦略を開示するには，戦
略マップとスコアカードの一部を開示することは効果的である。つまり，戦略目標の因果
関係，尺度とその実績値および目標値を開示することで，ステークホルダーに対して財務
と非財務の連動の仕方，事業戦略，価値創造プロセスの情報を知らせることができる。他
方，戦略的実施項目は，戦略の打つべき駒であり，少なくとも事前に開示すると競争劣位
の原因となる。
ところで，事業戦略を実行する上で，戦略をいくつかに細分して戦略マップを作成する
図表８ 事業戦略のための戦略マップとスコアカード
出典：Kaplan & Norton（2001, p. 96）
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社会的意識が高
い顧客と投資家
の引き付け
業務リスクの低減
長期的株主価値
地域社会との
パートナーシップ
の強化
責任ある市民
顧客への価値提案
生産性戦略 成長戦略
財務の視点
顧客の視点
内部の視点
学習と成長
の視点
・エネルギーと資源
　消費
・排水と排気
・固形廃棄物
・製品の環境への
　影響
環境
・安全
・衛生
安全衛生
・多様性
・雇用非対称者の
　雇用
雇用
・地域社会プログラ
　ム
・非営利組織との
　連携
地域社会
社会認知
と責任の
ある文化
クリーンテ
クノロジー
人的資産
への投資
と，戦略目標が錯綜しないでコミュニケーションをとりやすくなる。このような細分した
ものは戦略テーマと呼ばれる。環境規制や地域社会への貢献を戦略的に実現するために，
Kaplan & Norton（2004）は規制と社会の戦略テーマを提案している。規制と社会の戦略
テーマとして図表 9のようなテンプレートを提案している。
４．３ 内部統制の可視化
統合報告で報告する内容には，「リスクと機会の事業活動の状況」がある。これは，事
業の内部環境としての価値創造プロセスに対するリスクマネジメントとガバナンス・プロ
セスの可視化である。アメリカ監査人協会（the Institute of Internal Auditors；IIA）で
も，内部監査とは「組織体の運営に関して企業価値を創造し，改善するために行われる独
立にして客観的な保証およびコンサルティング活動である。内部監査の目的は，組織体の
図表９ 規制と社会のテーマの戦略マップ
出典：Kaplan & Norton（2004, p. 166）
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目標の達成に役立てることにある。このために，内部監査は，体系的な手法と規律ある態
度をもって，リスクマネジメント，コントロール，およびガバナンスのプロセスについて
有効性を評価し，改善する。」と定義している4。
このような機能を達成するためには，リスクマネジメントを戦略テーマとした戦略マッ
プを作成し，スコアカードで進を管理することが必要である。この点については規制と
社会のテーマで戦略マップを明らかにした。ここでは，内部監査部門の活動を戦略マップ
で記述してスコアカードで測定・管理することを検討する。
内部監査部門で戦略マップを作成するには，まず視点の検討から入る必要がある。財務
の視点は，機能単位の戦略マップでは設定しないこともあるが，企業価値創造に寄与する
という意味で設定することもある。顧客の視点は，内部監査部門の顧客は事業部長などの
マネジメント，外部監査人，規制当局，地域社会なども含まれる。内部プロセスの視点
は，内部監査プロセスの視点である。内部監査部門は，監査テーマ，プロセス改善，監査
発見事項と勧告，品質保証，フィールドワークから報告書の発行といった活動を行う。し
たがって，これらの戦略目標を設定し，戦略の進度を測定する必要がある。学習と成長
の視点は，革新とケーパビリティである。内部監査部門は革新を行うための応用能力にす
ぐれたケーパビリティが必要である。とりわけ，専門知識，課題解決のための弾力的対
応，ベストプラクティスに関する知見，熟慮に基づくリーダーシップなどが必要である。
このような内部監査部門のリスクマネジメントとガバナンスのための戦略マップを櫻井
（2008, p. 496）は図表 10のように構築した。
また，これらの戦略目標に対して尺度を設定し，戦略目標の達成度を測定・管理する必
要がある。たとえば，財務の視点では，コンプライアンスの周知度，マネジメントの視点
では，内部監査への不満の数などがあげられよう。また，内部監査プロセスでは，監査と
課題の妥当性の度合い，コスト低減額，監査改善数や提案件数などがある。革新とケーパ
ビリティの視点では，教育訓練時間，優れた監査人の人数だけでなく，優れた監査人のレ
ディネス評価を行うことも興味深い。
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業務担当者の満足
内部監査人の
生産性向上
企業価値の増大
付加価値サービス
の増大
内部監査人の効
率と応答の改善
付加価値提供のための
ケーパビリティの促進
内部監査の技術
インフラの改善
付加価値サービスの提供 生産性と応答の改善
財 務
マネジメント
内部監査
プロセス
革新と
ケーパビリティ
まとめ
本稿は，管理会計研究というアプローチで統合報告を検討してきた。それは，統合報告
が投資家やステークホルダーだけでなく，内部経営管理者にとっても意義のある報告書で
あると考えるからである。本稿はこれまで財務会計研究者が中心となって取り扱ってきた
統合報告に，管理会計研究者としてのアプローチで検討した。また，インタンジブルズが
企業価値の重要な部分を創造するといわれる経済にあっては，インタンジブルズによる価
値創造プロセスを可視化する管理会計研究の成果は重要である。
本稿では，これまで統合報告に関して議論されてきた 3つの論点を再検討した。まず第
1の論点である企業価値概念についてである。統合報告のディスカッションペーパーで重
視している企業価値観は，経済価値だけではなく社会価値も含めた共有価値観とすべきで
あると指摘している。確かに経済価値だけでなく地域住民などを重視する社会価値は重要
である。それだけでなく，従業員や経営者といった組織価値や顧客価値といったものまで
含めたステークホルダー価値観こそが企業価値と捉えるべきであることを指摘した。
第 2の論点である統合報告の体系化については，統合報告のディスカッションペーパー
が指摘している予想値の拘束力については議論がある。外部報告である限り説明責任は負
図表１０ 内部監査部門の戦略マップ
出典：櫻井（2008, p. 496）
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うため，必達目標値が開示されよう。また，戦略実行のための目標を開示することは重要
であっても，アクションプランまで開示すると競争劣位となる危険がある。開示の基本原
則と内容には十分注意が必要である。
第 3の論点は，財務情報と非財務情報の統合である。統合報告ディスカッションペー
パーでは統合報告へ移行するアプローチとして 3つのタイプを指摘している。アニュアル
レポートをべースにして統合報告書を作成するタイプ，サステナビリティ・レポートを
ベースにして統合報告書を作成するタイプ，新規に統合報告書を作成するタイプである。
これまでの報告書に依存しない方が統合報告のディスカッションペーパーで指摘された基
本原則に基づくことができるという理由から，新規に作成すべきことを提案した。
その上で，企業価値創造プロセスの可視化を検討した。企業価値の創造は，企業戦略と
事業戦略に区分して戦略を可視化する必要がある。また，その戦略の可視化にあたって
は，管理会計研究の成果に基づいて，バランスト・スコアカードの戦略マップで可視化し
て，スコアカードで測定し管理することを提案した。また，リスクマネジメントないしア
ネルギーを抑制する戦略マップとその戦略目標の指標を例示した。
本稿は管理会計研究として統合報告を検討したために，財務会計研究で重要視する課題
を軽視したきらいがある。たとえば，新たな統合報告書として価値創造プロセスを可視化
する上で，戦略やビジネスモデルの可視化を重視しており，古賀（2012）や松本（2012）
が問題視した情報の信頼性についての検討は行っていない。統合報告が将来志向であるた
めアニュアルレポートのような信頼性はできないとしても，外部報告が一種の広報資料と
なってしまい，監査に耐えられないものであっては問題である。管理会計研究だけでな
く，財務会計研究に求められる課題である。
要するに，本稿は管理会計研究として統合報告を研究した。管理会計研究のテーマとし
て統合報告は重要な意義があることを明らかにした。また，価値創造プロセスの可視化は
管理会計の研究成果が非常に効果的であることも提案した。統合報告は外部報告であるた
め，管理会計研究が財務会計研究と協調しながら統合報告書を模索すべきであることは間
違いない。
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注1 http://www.nikkei.com/money/column/teiryu.aspx?g=DGXNMSFK17014_17062011000000,（2013/1/28 現
在）。
2 www.meti.go.jp/report/downloadfiles/ji 04_07_03.pdf（2013/1/23現在）。
3 環境（E），社会（S），ガバナンス（G）の頭文字。
4 アメリカ監査人協会のホームページに，内部統制の定義がある。https://na.theiia.org/standards-guidance
/mandatory-guidance/Pages/Definition-of-Internal-Auditing.aspx, 2013年 1月 29日現在。
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